
国民健康保険第三者の行為による傷病届について 

 

国民健康保険(国保)では、加入者が交通事故など、第三者の行為によって傷病を受けた場合、

国保被保険者証を使って治療を受けることができます。 

これは、本来、第三者(加害者)が責任に応じて負担すべき治療費や介護給付費を、保険者（市町

村）が一時的に立替払いをするもので、後日、保険者（市町村）から第三者（加害者）へ請求い

たします。 

※第三者（加害者）の行為により、被保険者が交通事故などで傷病を受けた場合の保険給付費は、

原則として加害者が負担すべきもので損害賠償に含まれます。 

 

【手続きに必要なもの】 

１． 第三者の行為による傷病届（その 1，その 2） 

２． 念書 

３． 誓約書 

４． 交通事故証明書（写し） 又は 人身事故証明書入手不能理由書 

５． 事故発生状況報告書 

６． 車検証の写し（第三者の自賠責保険が車台番号で契約されている場合に必要となり

ます。） 

７． 示談書の写し（示談書が作成されている場合のみ。必須ではありません。） 

８． 誓約書に添付する印鑑証明（誓約書未記入の場合や、印鑑証明書に対応する捺印が

ない場合は不要。必須ではありません。） 

 

各届出書にご記入のうえ、館山市役所市民課国保係までご提出ください。 

 

問い合せ先 

館山市役所市民課国保係 

電話（直通）：0470-22-3428 



申請書類の記載方法等： 

警察に届出されている場合は、必ず交通事故証明書を添付して下さい。 

届出は世帯主または被保険者が行います。世帯主が負傷等で届けられないとき

は、代わりに家族(親族)の方が記載し届出てください。 

 

第三者の行為による傷病届（その１）  

 

第三者の行為による傷病届（その２）  



 ア 被保険者（被害者） 

過失の大小に関わらず、今回、国保をお使いになる被保険者（負傷者）

を記載します。 

 イ 加害運転者 

過失の大小に関わらず 

今回の事故相手である第三者（加害者）を記載します。 

 ウ 保有者（所有者・使用者） 

事故の相手車両の持主が雇用主や親等、加害運転者と異なる場合には

記載してください。 

 エ 第三者の自賠責(共済)保険 

保険会社、証明書番号等は正確に記入して下さい。特に事故日に保険

契約が有効に成立していることを確認して下さい。契約期間後の事故、

または契約開始前の事故であることがよくあります。 

自賠責保険が車台番号で契約されている場合は必ず車検証の写を添付

して下さい。 

 オ 第三者の任意(共済)保険 

自賠責保険や自動車(任意)保険の他にも損害賠償を支払う保険に「自

転車総合保険」「個人賠償責任保険」等がありますので、第三者（加

害者）がこれらの保険に加入しているか否かを確認して下さい。 

 カ 治療関係 

保険給付の開始日（事故による治療に国保を使用し始めた年月日）は

第三者行為求償可能期間を知る上で大事な項目のため、必ず記載して

ください。 

 キ 示談 

当事者間の話し合いにより紛争を解決する方法で、民法第６９５条の

和解契約の一種にあたりますが、示談前に必ず市民課国保係までご連

絡ください。 

 ク 損害賠償金を受領した場合 

保険者（市町村）が第三者（加害者）に請求できるのは被保険者（負

傷者）が第三者（加害者）に対して有する損害賠償請求権の範囲内で

あって、治療費等として損害賠償金を既に受領しているときは求償行

為も制約されます。 

従って、損害賠償金を受領する際も事前に市民課国保係へご相談いた

だき、既に損害賠償金を受領した場合でもご連絡ください。 

 

 

 

 



(２)念書【被保険者（被害者）が記載】 

債権を確保するために被保険者（負傷者）の方に提出をいただくものです。 趣

旨を十分ご理解ください。  

※被保険者（負傷者）ご本人の署名・捺印が必要です。（未成年者の場合は親

権者の署名・捺印で可能） 

(３)誓約書【第三者（加害者）が記載】  

念書と同様に保険者（市町村）の債権を確保するために第三者（加害者）に誓

約いただくものです。 

第三者（加害者）が未成年の場合は親権者を誓約者とし、第三者（加害者）が

被雇用者の場合は第三者（加害者）本人を誓約者とし雇用主を保証人として下

さい。また加害車両が任意保険に加入している場合は、任意保険会社の担当者

を保証人として下さい。 

第三者（加害者）の過失が少ない場合等、第三者（加害者）が誓約書の提出を

拒む場合もありますが、その場合はその旨をメモ書き（例：誓約書は取れませ

んでした）を記載してください。 

(４)交通事故証明書 

※警察に届出している場合は必ず添付 

交通事故を証明する公的書類です。必ず人身事故扱いの証明書を取り付けるよ

うにしてください。（自動車安全運転センターが交付します。申請書は最寄り

の警察署等にあります。） 

物件事故扱いの事故証明書の場合、また警察に届けず人身事故証明書の取り付

けができない場合は、人身事故証明書入手不能理由書の提出が必要となります。 

人身事故証明書入手不能理由書の「届出警察」欄に記載があるときは、物件事

故扱いの事故証明書と人身事故証明書入手不能理由書の両方が必要となります

ので、ご提出ください。 

(５)人身事故証明書入手不能理由書 

第三者（加害者：被保険者の相手)に記載してもらうものです。 

被害者(乙)欄の「事故時の状態」の記入漏れのないように注意して下さい。 

また、被保険者（負傷者：被害者）が事故車両の同乗者であった場合、事故車

両の自賠責保険に請求できる場合があります。 

 

 

http://www.kokuhoren-chiba.or.jp/contents/health/doc/hunou_riyu2.pdf


(６)事故発生状況報告書 

過失割合を決める重要な書類ですので事実に基づき正確に記入してください。 

事故証明書が不添付のときは天候、交通状況、明暗、道路状況、信号、標識、

車両の速度等を必ず記入してください。 

事故状況については被保険者（負傷者）と第三者（加害者）との間で意見の違

いがよくありますので、可能な限り詳細にご記入ください。 

 

http://www.kokuhoren-chiba.or.jp/contents/health/doc/09.pdf

